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  報道機関各位 

 

                      青森県環境エネルギー部 

エネルギー・脱炭素政策課長 

 

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）の採択について 

 

 国では、２０５０年カーボンニュートラル実現のため、地域の創意工夫による温室効果

ガス排出削減に向けた取組を「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」により支援していま

す。 

 県では、この交付金事業のうち、「重点対策加速化事業」の実施を目指して、令和７年

度募集に応募したところ、本県の事業計画が採択され、「脱炭素重点対策実施地域」とし

て選定されたのでお知らせします。 

 今回採択された事業計画に基づき、個人・事業者向け太陽光発電設備等導入補助事業や、

県有地への太陽光発電設備導入事業を実施し、地方創生と脱炭素を同時実現する「地域脱

炭素・地域ＧＸ」の取組を推進していきます。 

 

記 

 

１ 事業計画名称   

  ＧＸ青森アクセラレーション事業  

～地域ＧＸで青森をもっと豊かに、もっとくらしやすく～ 

 

２ 計画期間   

令和７年度から令和１１年度まで 

 

３ 事業計画概要   

  別添のとおり 

 

４ 「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）」について  

 「重点対策加速化事業」とは、「地域脱炭素ロードマップ」や「地球温暖化対策計画」

等に基づき、再生可能エネルギーの導入など、脱炭素の基盤となる「重点対策」を実施

することで、地域での脱炭素化の取組を推進する事業（自治体）を環境省が選定するも

ので、選定された自治体には「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」が交付されます。 
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青森県：ＧＸ青森アクセラレーション事業 〜地域ＧＸで青森をもっと豊かに、もっとくらしやすく〜

事業計画の効果・費用
再エネ導入

9,222kW 94,036
t-CO2

CO2削減 事業費

21.8億円

交付金額

10.8億円

計画期間
令和7年度

〜
令和11年度

取組（民間） 規模

取組のイメージ

• 90件
• 4,500kW

• １件
• 1,222kW

遊休公有地（学校跡地）への
太陽光発電設備の導入

太陽光発電設備の導入

太陽光発電設備の導入 • 700件
• 3,500kW

取組（個人） 規模

事業計画の概要（公共）

再エネ︓2,200kW

再エネ︓1,222kW

事業計画の特徴

取組 規模

蓄電池の導入

蓄電池の導入 • 90件
• 4,500kWh

• 700件
• 4,900kWh

事業計画の概要（民間）

家庭

中小企業

国

あおもり地域脱炭素
支援チーム

あおもり脱炭素経営
支援コンソーシアム

• 太陽光発電設備導入
• 蓄電池導入

• 太陽光発電設備導入
• 蓄電池導入

• 実行計画策定支援
• 促進区域設定支援

• 省エネ診断
• 削減計画策定支援
• SLLフレームワーク など

市町村

県

地域金融機関省エネ診断機関

商工団体温防センター

専門家 温防センター

地域コンサル企業 金融系コンサル企業

再エネ︓8,000kW

• 個人向け太陽光発電設備・蓄電池について、市町村を経由した補助を行う。また、市町村支援のための専門家による「あおもり地域脱
炭素支援チーム」を令和６年度に立ち上げ、実行計画の策定や促進区域の設定など具体的施策推進のための県内市町村の伴走支
援を実施する。

• 民間向け太陽光発電設備・蓄電池の補助については、省エネ診断の受診や削減計画の策定等を補助要件とすることで、支援を受けた
事業者が次のステップとして太陽光発電設備等の導入につなげられるよう支援する 。特に、中小企業の脱炭素化支援のため、地域金融
機関、商工団体、業界団体、県などで構成する「あおもり脱炭素経営支援コンソーシアム（仮称）」を令和７年度に設置し、日頃から
コミュニケーション機会のある地域金融機関や商工団体を窓口に、省エネ診断の受診促進や削減計画の伴走支援などを実施する。

※2030年までに公共・公用施設の電力消費に伴うCO2排出を実質ゼロとする。

※個人・事業者向け太陽光発電設備等の補助について、先行地域又は重点対策加速化事業に採択されている県内団体は重複する事業を対象外。


